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I。緒 言

地域の運動施設は,住民の運動学習の場であり,また,運動欲求を充足させ,運動を通

して得られる身体的・精神的価値の実現に寄与するものである。したがって,その機能を

十分発揮するためには,管理・運営のあり方が重要な意味をもっている。

運動施設の管理・運営は,人々の運動者行動を成立させるための直接的条件をととのえ

る営みである。この営み,すなわち,運動施設をととのえ,その施設がもつ体育的機能を

できるだけ活用して,運動者が望ましい体育・スポーツ活動に向かうようにすることは,

体育・スポーツ経営の中で, Area Service (運動施設開放の整備・運営)という事業とし

て位置づけられている。

地域のArea Service では,運動施設の整備・運営のための体系化が必要とされている。

それは,経営の対象となる運動者の質の差が最大であり,当然,事業も各種にわたるもの

が求められるからである。地域における運動施設の体系的なとらえ方は,文部省が示した

社会体育施設の考え方が典型的であり,さらに,具体的な分類が宇土によってなされて

いる。

しかしながら,我が国の現状では,地城における体育・スポーツのための運動施設は十

分ではなく, Area Service については,施設の整備や,効果的な運営が求められている。

そこで,本研究は,地域におけるArea Service に視点をあて,住民の運動者行動を検

討することによって,運動施設の整備・運営の手がかりを得ようとするものである。

L問題の設定と研究のねらい

市町村が体育やスポーツに関わる事業を運営する経営組織をもち,住民を対象として営

む事業,および,その振興のために必要な手続きの総称が,地域の体育・スポーツ経営の

概念である。体育やスポーツの行われる場の区分にしたがって,体育・スポーツ経営の領

域を捉えた場合,地域の体育・スポーツ経営のほかに,職場の体育・スポーツ経営や学校
8) 9)

の体育経営などの領域が考えられる。この領域論では,経営体の性格や経営組織を包含し

ている母体と,経営の対象や体育・スポーツの目標などが,各領域のちがいを特徴づけて

いる。

本研究では,地域の体育・スポーツ経営に目を向け,中でもArea Service の問題をと

り上げようとするものである。具体的には地域の運動施設開放を利用している住民(以下

Area運動者)と,利用していない住民(以下非Area運動者)の運動者行動を明らかに

することによって,地域の体育・スポーツ経営におけるArea Service の望ましい方策を

求めようとするものである。

Ⅲ.研究の方法

1｡対象

愛知県刈谷市在住の18才以上の住民1544名である。なお,研究対象について,性別居

住地区との関係から示したものが,表1である。
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表1. 研究対象

2｡調査期日

昭和58年7月

3.手続き

(1)調査は,刈谷市教育委員会の協力を得て,刈谷市在住の18才以上の住民2000名に

対して行った。その中から, 1544名を回収し,有効標本として用いた。

(2)調査の内容は大別して,運動者の主体的条件,運動者行動,インフォメーション・
11)

サービスに対する認識や要望などとした。

(3)住民の居住地区の区分は,刈谷市の行政的区分や地理的自然的条件とを加味して,

北部,中部,南部の3地区とした。その特徴を示したものが,表2である。

表2.刈谷市の地区別特徴

IV.研究の結果とその考察

1｡地域の運動施設の整備状況

研究対象の地域のArea Service の対象となっている運動施設の配置を示したものが,

図1である。

-
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地域の運動施設の利用資格

は,市内在住の団体,あるいは

市内在勤の団体に限定されてい

るものが多い。また,学校の体

育施設開放についての利用資格

は,市教育委員会への登録団体

に限定されている。個人的に利

用することができる運動施設は

数少ない。

図1.地域の運動施設開放

2.住民の運動者構成

3つの体育・スポーツ事業(Club Service,Program Service,Area Service)と住民とのか

かわりについての運動者構成をみたものが,表3である。

表3.運動者構成

S運動者(運動に対して停滞していると

いう意味でstayまたはStill運動者)は,

どの地区も多いが,特に,男子,女子とも

に北部が多く,中部が少ない。また,男子

の運動クラブヘの参加者(CPA-CA-

CP-C)と,女子の運動プログラムヘの

参加者(CPA-CP-PA-P)が中部

に多い。

このことから,住民の運動生活の不活発

な地区は北部であり,活発な地区は中部で

あるといえる。特に,女子にその傾向が強

いといえる。

運動施設開放をめぐる運動者行動から,

Area運動者(CAP-CA-PA-A)

と,非Area運動者(C-P-CP一S)と

に分類したものが,表4である。

男子,女子ともに, Area運動者は,中

部,南部に多く,北部に少ない。これは,

図1との関係から,地区による運動施設の
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表4. Area Service をめぐる運動者構成 差が影響しているものと考えら

れる。

また,男子と女子を比較する

と,女子よりも男子にArea運動

者は多い。

非Area運動者の施設開放に対

する利用欲求について示したもの

が,図2である。

全体的に,男女間の差はなく,

7割弱の者が,施設開放を利用

して運動したいという欲求をも

っている。男子の中では南部

に,女子の中では北部に利用欲

求をもっている者が多い。

以下の考察では,非Area運

動者を施設開放に対して利用の

欲求がある者,つまり, Area

図2.非Area運動者のA. S.に対する欲求

運動者への転換が最も期待でき

る潜在的なArea運動者に限定

する。

3｡住民の運動者としての特徴

Area運動者と非Area運動者の特徴を,年齢,就学時の運動経験,運動欲求からみた

ものが,表5である。

表5.運動者の特徴

-
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運動者の年齢については, Area運動者,非Area運動者ともに,30才代の者が最も

多い。次いで, Area運動者では,男女とも20才代の者が多く,非Area運動者では,男

子に40才代,女子に20才代の者が多くなっている。また,両運動者群ともに,女子よりも

男子の方が年齢層が広く,男子の中では,非Area運動者の方が全体的に高齢である。居

住地区との関係では,特に差はみられない。

運動者の就学時の運動経験については,男子,女子ともに, Area運動者は, Club運動

者であった者に多く,非Area運動者はStay運動者であった者に多い。つまり,非

Area運動者よりもArea運動者の方が就学時に,積極的に運動を行っていたといえる。

また,このことは,就学時における運動への取り組みが,卒業後の運動生活に影響するこ

とを示しているものと考えられる。

Area運動者,非Area運動者ともに. Club運動者であった者は,男子の方が女子よ

りも多く. stay運動者であった者は,女子の方が男子よりも多い。すなわち,女子より

も男子の方が,就学時の運動生活は積極的であったといえる。居住地区と就学時の運動経

験との関係では,差はみられない。

運動者の運動欲求については,ほとんどの者が実際に行う欲求をもっており,男女とも

に,非Aiea運動者よりもArea運動者に欲求のある者が多くみられる。居住地区と運動

欲求との関係では差はみられない。

4.住民の運動者行動

1 ) Area運動者の運動者行動

巾 利用施設

Area運動者の利用している運動施設についてみたものが,表6である。市営の運動施

設としては,市外に設置されている施設(海の家,山の家など)も考えられるが,今回は,

日常生活圏域の問題にしぼるために,市内に設置された運動施設のみに焦点をあてた。
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Area運動者が利用している運

動施設は,男子と女子の間で差が

みられる。つまり,男子が利用し

ている施設は,グランド,野球場

が多く,女子が利用している施設

は,体育館が多い。これは,男子

が屋外の運動施設を,女子が屋内

の運動施設を多く利用する傾向に

あるといえる。

居住地区と運動施設との関係に

ついてみると,男子,女子ともに,

特に北部のArea運動者に,学校

開放や民間の施設開放を利用して

いる者が多くみられる。したがっ

て,北部では,市営の運動施設が

少ないことからも,従属的運動施

設の開放や民間の運動施設への依

存度が,中部や南部に比べて高い

と考えられる。

表6. Area運動者の利用施設(市内の施設)

(2)利用頻度

Area運動者の施設利用の頻度につい七みたものが,表7である。

表7. Area運動者の施設利用頻度 週単位の利用は女子に多く,

月単位,年単位の利用は男子に

多い。したがって,施設開放の

利用頻度は,女子の方が多いと

いえる。

居住地区との関係からみる

と,男子,女子ともに,年単位

の利用をしている者,つまり,

利用頻度の少ない者は,北部に

多くみられる。

(3)活動時間,利用施設までの距離,活動費用

Area運動者の活動時間,利用施設までの距離,活動費用について,標準偏差を示した
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ものが表8である。

表8. Area運動者の活動時間,利用施設までの距離,活動費用

活動時間は,平均男子が98.18分で,女子が117.38分であり,女子の方が男子よりも活

動時間は長い。居住地区と活動時間との関係では,差はみられない。

利用施設までの距離についてみると,女子の方が男子よりも長い距離になっている。ま

た,男子,女子ともに,利用施設までの距離は,北部が最も長く,次いで南部であり,中

部が最も短かい。つまり,運動施設に恵まれた地区ほど,施設の運動者に対する誘致距離

は短かい。

活動費用は,女子よりも男子の方が高額負担している。また,男子,女子ともに,北部

のArea運動者が最も高額な費用を負担しており,次いで中部であり,南部が最も低額で

ある。

したがって,利用施設までの距離,活動費用から,北部の運動者は,中部や南部の運動

者に比べて,運動に対して不利に働く要因をより多くもっているものと考えられる。

(4)運動のきっかけ

Area運動者がどのようなきっかけで施設開放を利用するようになったかをみたものが

表9である。

表9. Area運動者の運動のきっかけ
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男子,女子ともに,「自分の希望する運動種目ができる」「希聖する時間に運動ができ

る」「距離が近いところで運動ができる」といった条件が多くなっている。それに加えて

特に女子では,「指導者や上手な人に教えてもらえるので」という者も多い。

つまり, Area運動者の誘引条件は,ほぼ男女共通しており,女子では,特に指導者を

求めている点が特徴的である。

2)非Area運動者の運動者行動

(1)活動頻度,活動時間,利用施設までの距離,活動費用に対する希望

非Area運動者が希望する活動頻度,活動時間,利用施設までの距離,活動費用につい

て,平均値と標準偏差を示したものが,表10である。

表10.非Area運動者の活動時間,利用施設までの距離,活動費用

活動頻度は,男子,女子ともに,1ヶ月に2~3回であり,居住地区との関係では差は

みられない。

活動時間は,平均男子が104分ほどであり,女子が98分程度である。女子よりも男子

の方が長い活動時間を希望している。希望する活動時間と居住地区との関係では,差はみ

られない。
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表11.非Area運動者の運動していない理由
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利用施設までの距離は,男子が平均12 km. 女子が6kmほどであり,女子が男子の

約半分の距離になっている。また,女子では,南部で距離が長く,中部で短かくなって

いる。男子については,居住地区との関係で差はみられない。

活動費用についてみると,男子よりも女子の方が低額を希望している傾向にある。居住

地区との関係では,差はみられない。

(2)運動をしていない理由

非Area運動者の運動をしていない理由についてみたものが表11である。

男子,女子ともに,「暇がない」「いっしょに運動する仲開かいない」などの理由が多い

といえる。そのほかには,男子では,「手続きがめんどう」「施設や道具を自由に使え

ない」などの利用上の問題をあげている者が多い。女子では,「家や家族の都合で運動で

きない」という者が多くみられる。

居住地区との関係から,運動をしていない理由についてみると,男子,女子ともに北部

の者に多くの抵抗条件があり,運動から阻害されている要因が多いといえる。

5.住民のArea Service に関するインフォメーション・サービスヘの関心

1)情報媒体

Area運動者と非Area運動者が,今までに得にArea Serviceに関するインフォメーシ

ョンの情報媒体と,今後得たいと考えている情報媒体についてみたものが,表12である。

表12.情報媒体
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表13.情報内容

-
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今までに得た情報媒体は, Area運動者,非Area運動者ともに,市民だより,回覧板,

友人,知人,家族からの口こみなどが多く,今後得たい情報媒体としては,市民だより,

回覧板,パンフレッド,ポスターが多くなっている。

つまり, Area Service に関するインフォメーションは,フォーマルな媒体とインフォー

マルな媒体の両方によって運動者へ伝わるといえるが,運動者の期待としては,フォーマ

ルな媒体への依存度が高い。さらに,情報の媒体としては,定期性があり,また,ある程

度の頻度で,しかも,より豊富な情報が確保されるものを求めていると考えられる。

2)情報内容

Area運動者,非Area運動者が今までに得たArea Service に関する情報内容と,今後

得たいと考えている情報内容についてみたものが,表13である。

多くの情報内容について,今まで以上に運動者から必要とされているといえる。特に,

付帯施設や指導者について,また,利用方法に関する内容は, Area運動者,非Area運

動者ともに対象として,今後,情報を提供していく必要がある。施設の場所,利用資格,

利用料金については, Area運動者よりも非Area運動者から多く求められている内容で

ある。

したがって,インフォメーション・サービスを考える上で, Area運動者,非Area運

動者をその特性に応じて捉える必要がある。つまり, Area運動者の運動生活の充実に寄

与するためのものと,非Area運動者をArea運動者へ転換させるためのものとが必要で

あると思われる。

V。結 論

以上のように,運動者の性別,居住地区との関係から,住民の運動者の特徴,運動者行

動,インフォメーション・サービスについて考察してきたが,結果を要約すると次のとお

りである。

1. Area運動者の特徴

運動者の特徴としては,非Area運動者に比べ,就学時に積極的に運動を行っていた者

が多い。年齢や運動欲求については,非Area運動者とあまり差はみられない。

利用している運動施設は,男子に屋外施設,女子に屋内施設が多い。また,施設までの

距離や活動費用などからみて,北部の者に,運動に対して不利に働く要因が多い。

インフォメーション・サービスについては,情報媒体として,市民だよりや回覧板など

のフォーマルなものを求めている。情報内容としては,付帯施設,利用方法,指導者に関

する内容を今まで以上に求めている。

2.非Area運動者の特徴

運動者の特徴としては, Area運動者に比べ,就学時の運動経験が消極的である。

希望している活動費用や施設までの距離については, Area運動者のその値より高い。

運動に対しての抵抗条件は,男女とも北部者により多くなっている。

インフォメーション・サービスについては, Area運動者とあまり差はないが,情報内

容として,施設の場所,利用資格,利用料金に関する内容を求めている者が多い。

以上のことから,今後,地域のArea Serviceにおける整備・運営の方策として,次のよ
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うな点をあげることができる。

1.運動者の特性を十分考慮して,その特性に応じたArea Service の手だてが必要で

ある。

(1) Area運動者の運動生活の充実に寄与するための方策が必要である。

(2)非Area運動者の中で施設開放の利用欲求をもつ者に対して,その欲求を充足させ

るための方策が必要である。

2.地理的にバランスのとれた運動施設の配置が必要である。運動施設の整備がたち遅れ

ている地区については,次のような特殊な工夫が必要である。

(1)現有施設の利用可能な時間を拡大すること

(2)特殊的(従属的)運動施設を開放すること

(3)関係的運動施設を開発すること

3.開放されている運動施設の多くが,クラブや競技会のための従属的開放を中心に行って

いることから,利用資格を団体利用に限定しているものが多い。今後は,個人的未組織

的な利用をも対象とした主体的な開放施設へと拡大することが望まれる。

(昭和60年9月4日受理)
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